
総会終了後に講演会が開催され、本年４月に秋田労働局長に就任された千葉氏より「これか 
らの働き方と労働行政」と題して講演いただき、①秋田の人口動態と雇用情勢、②多様な人材 
が秋田を支える③多様な人材の活躍のために、の３点について、統計資料の分析を交えながら 
解説いただいた。 
千葉局長は秋田県内を 2ヶ月回って感じられた秋田の豊かさに触れ、「その豊かさを次の世代 

につなげる必要がある」と述べたうえで、「人口減少や労働力供給制約といった現実がある中で、 
女性や高齢者、外国人などの労働力供給余地を活かした人材確保が必要である」とし、「希少な 
労働力を確保し、その能力が最大限発揮されるためには業務全体を見直し、業務の効率化や省 
力化などを行っていくことが重要。魅力のある賃金や休日数など労働条件の向上とともに、更なる労働参加を促す働き方
の見直しを推進し、働きやすさ・働きがいを追求していく必要がある。」と述べられた。 
最後に「「魅力ある企業であること」の発信には、「ユースエール」、「えるぼし」、「くるみん」等の認定制度の活用が有

効であり、また認定企業の増加が地域のブランド力向上にも寄与することから積極的に認定獲得を目指していただきた
い。」と締めくくった。    

令和８年度定時総会（第１４回）を開催 

・3 議案が承認・新谷会長を再任。 
 
 
 
 
令和８年度定時総会が、6月３日(水)秋田キャ

ッスルホテルにおいて、出席者２３６名（委任状
出席者１７６名）のもと開催された。 
議事に先立ち新谷会長が開会挨拶を行い、  

その後議長となり議事に入った。 
第１号議案「令和７年度事業報告及び収支決

算の承認」、第２号議案「令和８年度事業計画（案）
及び収支予算（案）」、第３号議案「任期満了に伴
う役員等の選任」の３議案がいずれも可決承認された。 

また、その後の理事会では新谷会長ほか、副会長５名及び専務理事が選定された。 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
講演会終了後は懇親会が開催された。佐川幹事の乾杯の発声で懇談に入り、会員相互の懇親を深めて盛会裏に

終了した。 
 
 
 
 
 
 

 

講 演 

 

佐川幹事の乾杯のご挨拶    菊地理事の中締のご挨拶 

議 案 

第１号議案  令和７年度事業報告及び収支決算の承認（監事による監査報告） 

第２号議案  令和８年度事業計画（案）及び収支予算（案） 

第３号議案  任期満了に伴う役員等の選任 

懇 親 会 

 



本日はお忙しいなか、「令和８年度定時総会」にご出席をいただき、誠にあ
りがとうございます。総会の開催にあたりごあいさつ申しあげます。 
すでにご案内申しあげておりますとおり、今年の「第78回東北経営者会

は、10月 9日（金）に秋田市で開催されます。当協会は大会主催者として、すでに準
備委員会を発足させ準備を進めておりますが、東北各県の経営者協会の役員・会員の
皆さまを盛大にお迎えしたいと思います。何かとお忙しい時期と思いますが、多くの
会員の皆さまからご参加いただくようご協力をお願いいたします。 

  

さて、人手不足が経営の最大の課題になっています。 
今年 1月に公表された総務省の「2025年労働力調査」によると、人手不足が深刻と

いわれながら、就業者、雇用者ともに増加しています。増加を牽引しているのは働く
女性の増加と65歳以上のシニア人材の増加です。この 10年間で正規雇用を中心に女
性が約 300万人、シニア人材が約 220万人、合わせて520万人増加しています。この

ような労働者数の増加にもかかわらず人手不足といわれる背景は何か、究明のうえ対策を講じていく必要がありま
す。 
最大の要因は、労働時間の減少にあるとされています。 
年間の平均労働時間がこの10年間で１人当たり 150時間以上減少しています。労働時間減少の要因は、改正労働

基準法の影響などからの正社員の時短、パートタイマーの年収制限による就業抑制、そして柔軟な働き方の広がり
とされていますが、就業者の増加以上に労働時間減少の影響が大きく、経済全体の労働投入（就業者数×１人あた
りの労働時間）は減少しているというものです。人手不足の原因は、こうした構造的ものにあると説明されていま
す。このうち、社会保険料負担を避けるために就労を抑えるという弊害を回避することがまずは重要であり、現在
進められている「社会保障国民会議」において議論が進められ、就労を促す仕組みに変わることを期待していま
す。 
一方秋田県においては、人口の社会減と全国一の少子化が進んできた結果、全国の傾向とは異なり、すでに女性

就業者もシニア人材についても就業割合が高く、雇用者数はむしろ減少しています。今後、秋田県の実態について
は調査研究の対象にしていきたいと考えております。 
労働環境がこのように厳しい中、先月５月13日に秋田県、秋田労働局、秋田県教育庁からの「経済団体に対する

新規高卒者求人要請書」を受領してまいりました。要請の趣旨は、例年同様ですが、①高校生の就職選択の拡大に
つながる「早期求人の提出」、②若者に魅力ある賃金や休日数など「労働条件の向上」、③生徒や教員、保護者に対
する「効果的な企業情報の発信」の３点です。会員企業の皆さまにも対応をお願いするところです。 
この 3月における高卒者の就職状況について簡単に説明しますと、就職内定・決定した高卒者の数は1,505人と、

昨年よりも 81人減少しています。このうち県内就職者が 1,103人で昨年比 122人減少、県外就職者が 402人と昨年
比 41人増加となっていて、県内就職の減少、県外就職の増加という結果になっています。県内就職率を高めていく
ことが求められますが、そのためには要請事項への対応とともに、高校への訪問など企業が対応できることは、こ
れまで以上に実施していく必要があります。 
毎年高卒者の県内就職が減少しているため、若い人材を採用できている企業数も減少しているものと思われま

す。「採用できる、できない」の差は、若者にとって「魅力ある」という観点から対応ができているかどうかにある
といわれます。 
年を追うごとに採用の難しさが増してきていますが、若い人材が一人でも多く県内に就職する、あるいは県内に

戻ってくるようにするためには、雇用条件だけでなく職場環境や人事・労務制度の見直しも重要になります。 
当協会においても、このような観点から研修や支援メニューの見直しを進めていきたいと考えております。 
引き続き会員の皆さまからのアドバイスをいただきながら事業運営を進めてまいりますので、今年度も引き続き

よろしくお願い申しあげます。 

新谷会長の総会挨拶 


